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日本ビクターの国内機能子会社に関する構造改革の終了について 

当社は、当社グループの事業会社、日本ビクター株式会社（以下「ビクター」）の 3 つの国内機能子会社に関して、

清算または事業休止することを決議し、ビクターの国内機能子会社に関する構造改革を大筋で終了いたします。 
 

当社グループでは、ビクターの業績回復に向けた事業構造やコスト構造の抜本的な見直しを進めてきましたが、そ

の一環として、ビクターの国内機能子会社群の各機能をビクター本体や他の子会社に集約することとし、すでに、福利

厚生子会社であるビクター興産株式会社は本年 4 月 1 日付で株式会社ケンウッド・アドミと統合し、J&K パ

ートナーズ株式会社として発足させ、また、サービス子会社であるビクターサービスエンジニアリング株式会社

（以下「ビクターサービスエンジニアリング」）は本年 12 月 1 日付で再編を実施（本年 10 月 29 日公表）しま

した。そして、この度、下記の 3 つの国内機能子会社を清算または事業休止することといたしました。 
これにより、ビクターは、本日別途開示しました物流子会社（ビクターロジスティクス株式会社）の株式譲渡とあわせて、

今後の事業規模や事業構成に見合った事業運営体制の再構築に向けた構造改革を大筋で終了し、コア事業に集中

した効率的な経営により業績回復を急ぐ所存です。 
 

記 
 

１．清算または事業休止する子会社の概要 （平成 21 年 9 月 30 日現在） 

（1）ビクターファイナンス株式会社 （以下「ビクターファイナンス」） 
ビクターファイナンスは、ビクターの経理関連業務の実務支援を目的とした機能子会社ですが、その基本機能をビク

ターの財務経理部門に移管し、事業を休止いたします。 
 
（1）名称 ビクターファイナンス株式会社 
（2）所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12 番地 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 坂本 隆義 
（4）資本金 30 百万円 
（5）設立年月日 昭和 62 年 6 月 1 日 
（6）大株主及び持株比率 ビクター100％ 
（7）今後の日程 平成 22 年 1 月 1 日から 事業休止（予定） 

 
（2）ビクターパーツ＆テクニカルサポート株式会社 （以下「ビクターパーツ＆テクニカルサポート」） 

ビクターパーツ＆テクニカルサポートは、ビクターのサービス部材の管理などを目的とした機能子会社ですが、その

機能はすでにビクターのサービス子会社であるビクターサービスエンジニアリングに移管しておりました。ビクターサー

ビスエンジニアリングは、本年 10 月 29 日付で公表しました「事業構造改革アクションプランについて」のとおり、ビクタ

ーのサービスに特化した子会社となり、早期にケンウッドのアフターサービス会社との統合を行う方針であることをふま

え、役割を終えたビクターパーツ＆テクニカルサポートは解散して清算いたします。 
 
（1）名称 ビクターパーツ＆テクニカルサポート株式会社 
（2）所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12 番地 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 服部 三喜男 
（4）資本金 50 百万円 
（5）設立年月日 平成 12 年 4 月 3 日 
（6）大株主及び持株比率 ビクター100％ 
（7）今後の日程 平成 22 年 3 月 解散（予定） 

平成 22 年 6 月 清算（予定） 
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（3）ビクタービジネスサービス株式会社 （以下「ビクタービジネスサービス」） 

ビクタービジネスサービスは、ビクターの給与・福利厚生関係業務、人材育成・研修業務、人材派遣業務を目的とし

た機能子会社ですが、給与・福利厚生関係業務、人材育成・研修業務はすでにビクターの人事総務部門に移管して

おり、残る人材派遣業務を本年 12 月末で終了するのにともない、解散して清算いたします。 
 
（1）名称 ビクタービジネスサービス株式会社 
（2）所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12 番地 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 森田 潔 
（4）資本金 25 百万円 
（5）設立年月日 平成元年 8 月 1 日 
（6）大株主及び持株比率 ビクター100％ 
（7）今後の日程 平成 22 年 3 月 解散（予定） 

平成 22 年 6 月 清算（予定） 
 

２．今後の見通し 

上記子会社の清算および事業休止にともなう当社業績への影響は、本年 10 月 23 日公表の平成 22 年 3 月期

業績予想に織り込み済みです。 
以 上 
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